
 

 

～ 日本海難防止協会シンガポール連絡事務所発SRO news ～ 

（Ref No：22－023） 

 

１ 米国務省は、ホノルルのイーストウエストセンターで開催された第 12回太

平洋諸島首脳会議（Pacific Islands Conference of Leaders summit）に合わ

せてファクトシートを発表し、「米国防総省は、太平洋地域における公式代表

と安全保障協力事務所の拡大や、同省内での太平洋諸島の取扱いの優先化に取

り組んでいる」、「国防総省は、太平洋島嶼国の中でもパラオ、ミクロネシア

連邦、マーシャル諸島と協力してきており、海洋状況把握（MDA）を高めるた

めの能力構築イニシアチブを支援している」としたほか、「米国沿岸警備隊は

インド太平洋において信頼されている同盟組織であり、太平洋島嶼国との 11の

二国間シップライダー協定のもとパートナーを支援できることは誇りである」

とし、沿岸警備隊、米海軍の艦船及び法執行官が受入国と協力し、受入国が

「自国の法令を執行できるという国家主権」を増進させることができたとした。

また、国務省は、米国がこの 10年間で太平洋地域に 15億 USドルを支援したと

述べた。 

原文 

（16th September 2022, PACNEWS） 

 

２ マーシャル諸島のデイビッド・カブア大統領は、第 12回太平洋諸島首脳会

議（12th Pacific Islands Leaders Conference）でのスピーチで、太平洋の健

全性が諸国の生計のために不可欠であり、有害な違法行為を阻止し海洋資源を

保護しなければならないと述べ、豪州及び米国は海上安全保障協定の観点から

評価されているが、「我々自身の能力を構築する必要があり、能力が構築され

て我々自身が漁業取締で直接的な役割を果たせるようになるまで、他の遠洋漁

業国がこの産業から最大の利益を享受し続ける。我々は自分の裏庭（backyard）

の端に追いやられてはならず、我々の資源からは我々が最も恩恵を受けるべき

だ。」と発言した。また、核の遺産は痛ましい問題で現在も続く影響は対処さ

れるべきだと話した。さらに、ブルーパシフィックが直面している最も重大な

安全保障上のリスクは気候変動だとし、島国が自分達の将来を決定し国家の安

全保障を守る能力を維持するためには変革への適応が必要であるとした。また、

資金調達ができないことや気候変動の緩和と適応のための国際的な資金調達に

ついて触れ、このことが適応の課題をさらに複雑にしていると述べた。 

原文 

（23rd September 2022, The Marshall Islands Journal） 

 

https://pina.com.fj/2022/09/16/u-s-military-to-expand-footprint-in-pacific-islands-region/


３ 太平洋諸島フォーラム（PIF）のプナ事務局長は、バイデン米大統領との

ホワイトハウスでの会議（※SRO News22-021参照）に PIFのすべてのメンバー

が参加することが望ましいとの考えを示した。 

原文 

（22nd September 2022, PACNEWS） 

 

４ 6月に結成された Partners in the Blue Pacific (PBP)の外相会合が、国

連総会に合わせて、9 月 28・29 日のバイデン大統領主催の太平洋島嶼国とのサ

ミットに先立ちブリンケン米国務長官の主催により開催された。 

原文 

（22nd September 2022, Reuters） 

※参考：米国務省 HP PBP外相会合共同声明（リンク参照） 

 

５ 地域の災害リスク管理に関して技術的・科学的にリードする機関として、

太平洋共同体 (SPC) は、太平洋諸島フォーラム事務局と協力してフィジー政府

主催の第 1 回太平洋災害リスク削減大臣会合を開催した。太平洋は世界的に最

も災害が発生しやすい地域であり、世界リスク指数（World Risk Index）はバ

ヌアツ、ソロモン諸島、トンガを災害に脆弱な上位 3 か国としており、パプア

ニューギニア、キリバス、フィジーを含む太平洋の 6カ国が上位 20か国に入っ

ている。 

原文 

（18th September 2022, The Pacific Community） 

 

６ 太平洋諸国の閣僚らが国連アジア太平洋防災閣僚会議（United Nation’s 

Asia-Pacific Ministerial Conference on Disaster Risk Reduction）のため

ブリスベンに集結した。会議の主な内容は、前週に開催された太平洋諸国の閣

僚級会議（※記事５参照）でのナンディ宣言のプレゼンテーションであった。

同宣言にはサイクロン、津波、地震などの災害に対応するための地域メカニズ

ムを確立することが含まれており、今回の会議を活用して閣僚たちは、豪州を

含む開発パートナーからこのメカニズムに対するサポートを取り付けるもよう。 

原文 

（23rd September 2023, The Marshall Islands Journal） 

 

７ 8 月にフィジーのナンディで初めての太平洋地域法執行会議（Pacific 

Regional Law Enforcement Conference：PRLEC、※SRO News22-018 参照）が開

催され、報告書が発表された。地域の主な脅威として国際組織犯罪

（transnational and organised crime：TNOC)を概説しており、金融犯罪、汚

職、地域での麻薬の生産や密売、太平洋地域への犯罪者の国外追放が含まれて

いる。また、地域の法執行機関間の連携についても触れられている。 

原文 

（16th September 2022, Island Times） 

 

https://pina.com.fj/2022/09/22/sg-puna-welcomes-inclusion-of-all-forum-leaders-at-biden-summit/
https://www.reuters.com/world/chinas-ambitions-pacific-concern-some-pacific-island-leaders-white-house-2022-09-22/
https://www.state.gov/joint-statement-on-partners-in-the-blue-pacific-foreign-ministers-meeting/
https://www.spc.int/updates/blog/2022/09/first-ever-pacific-disaster-reduction-declaration-to-drive-political
https://islandtimes.org/law-enforcement-conference-delivers-insight-into-pacific-transnational-crime-threats-and-sets-path-forward/


８ 韓国首相府は、韓国が来年太平洋島嶼国との初めてのサミットを主催する

予定であると発表した。韓国は 2011 年から 14 の太平洋島嶼国と会談しており、

昨年 11月のオンライン外相会談でサミット開催に合意していた。また、気候変

動や他の太平洋地域の関心事項への協力を拡大することや、会談の頻度を 3 年

おきから隔年へと増やすことにも合意していた。 

原文 

（20th September 2022, Yonhap News Agency） 

 

９ マーシャル諸島（RMI）で使用される環境に優しい貨物帆船を建造する契

約が調印された。この国際的な気候保護プロジェクトには、ドイツの

Emden/Leer 応用科学大学とドイツ国際協力公社(GIZ)が参加している。帆船の

長さは約 155フィート（47m）で、風力発電機と軸発電機が設置されている。不

利な風の状況では小型のディーゼルエンジンが使用される。将来的に、ココナ

ッツベースのバイオディーゼルへの転換が可能になることが期待されている。

同船は来年９月に RMIに引き渡される見込み。（※SRO News21-035 参照） 

原文 

（23rd September 2022, The Marshall Islands Journal） 

 

10 キリバスのアノテ・トン前大統領は、キリバスには「2060 年以降は居住で

きなくなる」可能性があると報告書が示していると述べた。 

 また一方では、国家災害管理官代行は、干ばつが少なくとも 2023年 4月まで

続くことを気象データが示していると述べた。キリバスは（※深刻な干ばつを

受け）6月に国家非常事態を宣言している（SRO News22-012参照）。 

原文 

（19th September 2022, PACNEWS） 

 

11 シンガポールのウン・エンヘン国防相は、テロ対策情報施設（Counter-

Terrorism Information Facility）の開所式で、テロのネットワークが洗練され

るにつれ、テロの脅威は依然として「高く、ますます流動的」になっていると

述べた。国防省によると、この多国間・関係機関施設は「志を同じくする」

国々が情報を共有し、地域のテロ情報について早期警報を提供する。 

原文 

（21st September 2022, Channel News Asia） 

 

  

https://en.yna.co.kr/view/AEN20220920005300315
https://pina.com.fj/2022/09/19/kiribati-could-not-be-habitable-beyond-2060%E2%80%B2/
https://www.channelnewsasia.com/singapore/terrorism-threat-high-fluid-networks-sophistication-mindef-ng-eng-hen-counter-terror-facility-2953446


 

 



 

 

 

 



 

 


